
地
方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
九
年
四
月
十
三
日

参

議

院

総

務

委

員

会

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
地
方
公
務
員
の
任
用
、
勤
務
条
件
並
び
に
福
祉
及
び
利
益
の
保
護
等
の
適
正
を
確
保
す
る

た
め
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
会
計
年
度
任
用
職
員
及
び
臨
時
的
任
用
職
員
の
任
用
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
発
出
す
る
通
知
等
に
よ
り
再

度
の
任
用
が
可
能
で
あ
る
旨
を
明
示
す
る
こ
と
。

二
、
人
材
確
保
及
び
雇
用
の
安
定
を
図
る
観
点
か
ら
、
公
務
の
運
営
は
任
期
の
定
め
の
な
い
常
勤
職
員
を
中
心
と
し
て
い
る
こ

と
に
鑑
み
、
会
計
年
度
任
用
職
員
に
つ
い
て
も
こ
の
考
え
方
に
沿
う
よ
う
、
引
き
続
き
任
用
の
在
り
方
の
検
討
を
行
う
こ
と
。

三
、
現
行
の
臨
時
的
任
用
職
員
及
び
非
常
勤
職
員
か
ら
会
計
年
度
任
用
職
員
へ
の
移
行
に
当
た
っ
て
は
、
不
利
益
が
生
じ
る
こ

と
な
く
適
正
な
勤
務
条
件
の
確
保
が
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
に
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
適
切
な
助
言
を

行
う
と
と
も
に
、
制
度
改
正
に
よ
り
必
要
と
な
る
財
源
に
つ
い
て
は
そ
の
確
保
に
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
各
地
方
公
共
団
体

に
お
い
て
休
暇
制
度
の
整
備
及
び
育
児
休
業
等
に
係
る
条
例
の
整
備
が
確
実
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て

適
切
な
助
言
を
行
う
こ
と
。

四
、
本
法
施
行
後
、
施
行
の
状
況
に
つ
い
て
調
査
・
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
そ

の
際
、
民
間
に
お
け
る
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
議
論
の
推
移
を
注
視
し
、
公
務
に
お
け
る
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
在
り
方
及

び
短
時
間
勤
務
の
会
計
年
度
任
用
職
員
に
係
る
給
付
の
在
り
方
に
つ
い
て
特
に
重
点
を
置
く
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


